
令和３年度予算（案）について

法 務 省

第１ 経費関係

１ 一般会計 ７，８９３億円

(1) 法務省所管 ７，４３１億円

(2) 他府省庁所管（他府省庁等一括計上）

４６２億円

２ 東日本大震災復興特別会計 ３億円

第２ 定員関係

増員数 １，３１２人

減員数（定員合理化） △１，０７５人

純増数 ２３７人
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１　一般会計 (単位:百万円)

Ａ Ｂ Ｅ

( 131,790 ) ( 1,716 ) ( 1,705 ) ( 179 )
　１　大臣官房関係経費 133,506 128,988 4,518 4,507 1,884 2,624

　２　日本司法支援センター関係経費 31,890 32,105 215 215 108 323

　３　施設整備関係経費 21,459 20,293 1,166 1,166 14,990 13,824

　４　法務総合研究所関係経費 2,340 2,214 126 118 0 118

( 134,040 ) ( 58 ) ( 1,011 ) ( 3,218 )
　５　登記・戸籍等関係経費 134,098 106,833 27,265 26,196 2,207 23,989

( 114,291 ) ( 129 ) ( 19 ) ( 1,103 )
　６　検察関係経費 114,420 112,870 1,550 1,401 1,084 318

　７　矯正関係経費 240,573 238,602 1,971 108 3,149 3,258

　８　更生保護関係経費 27,654 27,644 10 14 504 490

　９　人権擁護関係経費 3,517 3,552 35 35 83 118

１０　訟務関係経費 1,965 1,966 0 0 59 59

( 62,956 ) ( 1,162 ) ( 298 ) ( 1,885 )
１１　出入国在留管理庁関係経費 61,795 52,293 9,502 10,961 2,183 8,778

１２　公安審査委員会関係経費 67 66 1 0 0 0

１３　公安調査庁関係経費 15,434 15,713 279 309 570 879

( 785,233 ) ( 3,485 ) ( 1,603 ) ( 25,219 )
788,718 743,140 45,578 43,696 26,822 16,875

２　東日本大震災復興特別会計（復興庁所管） (単位:百万円)

Ａ Ｂ

　１　登記事務関係経費 382 221 161 71

　２　民事法律扶助等関係経費 573 31 542 542

　３　施設復旧関係経費 4,157 0 4,157 4,157

5,112 253 4,859 4,769

△

△

△

△ △

△

令和３年度
予  算  案

対前年度
増△減額 うち物件費

Ｃ＝Ｂ－Ａ Ｄ

Ｆ＝Ｄ＋ＥＤ

△

△

△

△

△

△

△

△
△ △

△

△

△

△

※１　上記のほか，令和２年度当初予算額には，臨時・特別の措置を活用した「防災・減災，国土強靱化のための３か年緊急対策」に係る経費として，
　　31,852百万円が措置されている。

※３　上段（）書きは，「政府情報システム経費（内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室及びデジタル庁（仮称）一括計上分）」を含めたものである。

※２　上記のほか，出入国在留管理庁関係経費については，「国際観光旅客税財源充当事業（観光庁一括計上分）」として，令和２年度当初予算に
　　8,184百万円，令和３年度予算案に4,084百万円が措置されている。

令和３年度
予  算  案 うち物件費

△ △
△

△

△

△

事　項　別　予　算 （案）

事　　　項

令和２年度
当初予算額

令和２年度
補正予算

(第３号)案

△

△

△

対前年度
増△減額

Ｃ＝Ｂ－Ａ

対前年度
増△減額

（物件費）

合　　計

※　各表について，百万円単位で四捨五入している関係から，一部整合しない場合がある。

△

△

△

事　　　項

令和２年度
当初予算額

合　　計 △

△

△

△
△
△

△
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（単位：百万円）

令 和 ２ 年 度
補 正 予 算
（ 第 ３ 号 ） 案

令 和 ３ 年 度
予 算 案

令 和 ２ 年 度
当 初 予 算 額

頁

Ⅰ 15,804 53,652 （ 53,943 ） 4

① 15,696 21,548 （ 22,054 ）

② 108 32,105 （ 31,890 ）

Ⅱ 6,919 9,633 （ 7,546 ） 5

① 2,888 8,778 （ 7,293 ）

② 4,031 856 （ 253 ）

Ⅲ 1,611 16,308 （ 16,029 ） 6

① 83 3,552 （ 3,517 ）

② 1,528 12,756 （ 12,512 ）

Ⅳ 3,758 29,270 （ 27,843 ） 7

① 738 7,381 （ 6,022 ）

2,183 18,815 （ 18,833 ）

ほか国際観光旅客税財源充当事業 【  4,084 】

③ 174 2,091 （ 2,084 ）

④ 663 984 （ 904 ）

Ⅴ 1,133 4,447 （ 4,004 ） 9

① 570 3,220 （ 2,911 ）

② 563 1,227 （ 1,093 ）

令和３年度一般会計予算案における主要施策の概要

活力ある日本経済の実現のための法的基盤の強化

法務省

感染症拡大に対応するための法務行政の体制強化

感染症対策や医療体制の充実強化を含む矯正施設等の環境整備
の推進

感染症等に起因する問題解決のための総合法律支援の充実強化

「新たな日常」に対応するための法務行政
におけるデジタル化・ＩＴ化の推進

行政手続のオンライン化及び行政機関間の情報連携の推進

業務継続性を確保するためのテレワーク等の推進

包摂的な社会の実現に向けた人権擁護活動及び
再犯防止対策の充実強化

感染症を始めとする様々な人権問題の解消に向けた人権擁護活動
の強化

満期釈放者対策を始めとする再犯防止対策の推進

経済安全保障体制及びテロ発生の未然防止体制の充実強化

所有者不明土地問題への対応及び地図整備体制の強化等

②
「ウィズコロナ」における出入国在留管理体制の強化及び
外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進に向けた取組

うち
在留関係経費 6,365 ）

法令外国語訳へのアクセス強化及び国内外の法的紛争に係る
予防司法機能の強化等

京都コングレスのレガシーの着実な実施を含む戦略的司法外交
及び国際協力の推進

新たな世界秩序の下での良好な治安確保の
ための取組の充実強化

7,116 （

コロナ禍においても良好な治安を確保するための検察活動の
充実強化

※　「Ⅱ　「新たな日常」に対応するための法務行政におけるデジタル化・ＩＴ化の推進」の計上額については，他の施策と再掲の額が含まれている。

※　百万円単位で四捨五入している関係から，一部整合しない場合がある。

※　令和３年度予算案には，内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室及びデジタル庁（仮称）に一括計上される額が含まれている。
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・感染の可能性のある被収容者等の入所 ・面会者や業者，職員等を通じたウイルスの侵入 ・閉鎖空間での集団生活

矯正施設特有の事情

矯正施設内のクラスター感染⇒医療の崩壊及び被収容者の心情不安⇒暴動等重大な保安事故発生のおそれ

矯正施設等における感染症予防対策及び医療体制の充実強化

・感染症拡大防止
・防災，減災による国土強靱化
・再犯防止を推進

政府目標を実現

１ 矯正施設の環境整備 ２ 法務省施設の防災・減災対策 ３ 矯正施設の職員宿舎整備

現 状

課 題

対 策 及 び 効 果

＜医療刑務所＞

老 朽 施 設 の 例

落下した外壁の一部

感染症や災害への対応強化のための矯正施設等の施設整備

○ 新型コロナウイルス感染症拡大防止への対策強化
○ 施設の耐震化を進め，国民の安全・安心な生活を確保
○ 災害時における周辺住民のための避難場所の機能強化
〇 再犯防止施策の実施基盤となる矯正施設の環境整備を推進

建替え

改修 ・ 修繕

ビニールで空間を仕切っている

○ 現行の耐震基準制定前の昭和５６年
以前に建築された施設の耐震化及び
老朽化対策を計画的に実施

○ 耐震性能の確保が不十分であり，経年
に伴う老朽化が著しい

○ 法務省施設の耐震化率 （令和元年度末現在）

・矯正施設等 約８４％
・官署施設 約９５％

● 情報提供の利用は増加傾向

● 改正総合法律支援法(H30.1～)による援助

● 感染症の影響により，法的トラブル
（労働問題・多重債務等）が増加

コロナ禍への対応

① 民事法律扶助の利用増加への対応

対応

●民事法律扶助の利用は増加傾向

（Ｒ１も高水準を維持）

● 感染症の影響により更なる増加が
見込まれる

民事法律扶助の利用増加

（千件）

398
411

421
434 431

370

390

410

430

H27 H28 H29 H30 R1

法律相談援助等の拡大

①認知機能が十分でない高齢者・障害者

②ストーカー・ＤＶ・児童虐待の被害者

①弁護士費用等を支払う資力がない人も増加

②対面での法律相談が困難な状況（感染リスク）

③解決のための制度・相談先を知らない人も多い

② オンライン・電話法律相談の充実強化

③ 制度の周知・広報の強化
【R1年度】

○ 法律相談援助 ： 315,085件
○ 代理援助 ： 112,237件
○ 書類作成援助 ： 3,309件

情報提供の利用増加

H27：522千件⇒R1：595千件

※ 法テラスは，総合法律支援法に基づき，全国において，
無料法律相談や弁護士費用の立替え等の支援を行う。

令和２年度
補正予算案

令和３年度
予 算 案

令和２年度
当初予算額

15,696百万円 21,548百万円 （22,054百万円）

対 策

新型コロナウイルス感染症等に備えた矯正医療体制の充実強化

矯正施設における検査機能強化のため，必要な機器等を整備

矯正施設感染症予防具の生産体制の構築

矯正施設内で使用するマスク，防護服，アイソレーションガウン及びフェイスシールドの安定的な生産体制を構築

＜刑務所＞

受刑者集団室内で雨漏
りが発生している

令和２年度
補正予算案

令和３年度
予 算 案

令和２年度
当初予算額

108百万円 32,105百万円 （31,890百万円）

Ⅰ② 感染症等に起因する問題解決のための
総合法律支援の充実強化

Ⅰ① 感染症対策や医療体制の充実強化を含む
矯正施設等の環境整備の推進

4



5



6



7



8



9



減　　　員 査　　　定
（合理化計画） 純増▲減数

法務本省 20 14 14 797

うち秘書課 3 1 1 52

うち国際課 3 1 1 19

うち民事局 4 3 3 97

うち保護局 4 4 4 45

うち人権擁護局 4 4 4 28

うち訟務局 2 1 1 88

法務総合研究所 84

法務局 (39) 237 (28) 213 ▲ 177 36 8,906

登　記　等 (39) 224 (28) 208 ▲ 175 33 8,247

人　権 7 4 ▲ 1 3 264

訟　務 6 1 ▲ 1 395

検察庁 300 232 ▲ 235 ▲ 3 11,859

　 検事 20 18 ▲ 17 1 1,880

副検事 879

事務官 280 214 ▲ 218 ▲ 4 9,100

矯正官署 571 462 ▲ 468 ▲ 6 23,599

矯正研修所 85

矯正管区 295

刑事施設 (5) 486 (4) 404 ▲ 390 14 19,678

少年院 58 42 ▲ 53 ▲ 11 2,386

少年鑑別所　等 27 16 ▲ 25 ▲ 9 1,155

103 33 ▲ 37 ▲ 4 1,839

地方更生保護委員会 8 4 4 315

　 保護観察所 95 29 ▲ 37 ▲ 8 1,524

　 保護局への振替
▲4を含む

出入国在留管理庁 (58) 425 282 ▲ 125 157 6,020

出入国審査体制（観光立国関係） 241 175 - - -

外国人材受入れに伴う在留管理・支援体制 146 85 - - -

その他（収容所医療体制等） (58) 38 (36) 22 - - -

公安審査委員会 4

公安調査庁 (28) 103 (14) 76 ▲ 33 43 1,697

#### 1,759 (42) 1,312 ▲ 1,075 237 54,805

※  　査定欄には，時限定員を含む。

更生保護官署

令和３年度組織別増員査定結果

令和３年度

区　　　　　分
要　　　求 査　　　定 定　　　員

合　　　　　計
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